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2025 年度事業報告 

 

１．2025 年度における法人の状況及び公益目的事業の実施状況（要旨） 

公益財団法人日本測量調査技術協会（以下、「当協会」）の 2025 年度（以下「今年度」）事業計画

及び予算計画は、2025 年 3 月 18 日の第 64 回理事会において承認され、3 月 31 日に内閣府に関

係書類を提出した。これらの手続きを経た計画により今年度の事業を実施している。 

（１）公益目的事業の実施状況（要旨） 

当協会が掲げる先端測量技術に関する技術研究、技術普及、地理情報標準化、地理情報標準

認定資格、品質検定、災害時緊急撮影及び表彰の公益目的事業を以下のとおり推進した。 

ア 技術研究 

先端測量技術による高精度かつ効率的計測手法の実用化にむけた調査研究や新技術の実証

実験・精度検証、測量技術・事業の将来展望等に関する自主研究活動を、技術委員会及び技術

部会、ワーキンググループ（以下 WG）を中心に取り組んでいる。技術委員会には、5 技術部会、

8WG を組織している。委員の任期は 2 年間（2025 年度から 2026 年度）で、2026 年 3 月時点で、

延べ 653 名（技術委員会 41 名、部会・WG612 名）が登録している。 

技術委員会では、新たな時代の測量調査業界を技術・事業の両面から牽引する公益法人とし

ての活動を、事業委員会との連携も強めながら進めてきた。特に、国土強靱化の継続やインフラ

DX 推進の流れもあり、i- Construction や BIM/CIM に加え、ドローン/MMS/ALB 等の 3 次元測

量・GNSS 測位・地上 3 次元計測での SLAM/SfM 等の新技術を活用した 3 次元データの整備と活

用の取組が進展する中、内閣官房、文化庁、国土交通省、国土地理院などの協議会・委員会・WG

等への委員派遣や、国土地理院との意見交換を行うなど、情報収集と提言活動等に積極的に取り

組んだ。 

部会および WG では、5 部会 8WG の体制の下、作業規程の準則における課題抽出、日韓空間

情報フォーラムの開催、BIM/CIM_WG を中心とした国土交通省委員会・WG 対応等を行った。ま

た、3 次元電子国土基本図の仕様についての意見集約や 3 次元地理空間情報の整備・流通・活

用推進に向けた提言等を行った。 

公的機関からの業務受託（4 件受託）や共同研究、ジオ AI、i-Construction 関係、BIM/CIM、ド

ローン関係等の外部委員会への委員派遣等により、規程類・マニュアル類に係る調査、技術的助

言、意見提出等を行った。 

イ 技術普及 

先端測量技術の普及を目的に、日頃の技術研究成果及び業務での技術的工夫等の実績を披

露する場として、8 月 1 日に新宿区立四谷区民ホールで第 47 回測量調査技術発表会を集合形式

にて開催し、Web による発表動画の公開も 10 月 7 日から 28 日の 22 日間行った。特別講演 1 編、

会員各社による技術発表 14 編、技術委員会部会活動報告等 3 編を行った。会場参加者は 239

名、Web 公開による視聴申込者は 617 名で、このうち希望者には測量 CPD5 ポイント、設計 CPD5

ポイントを証明する参加証明書を発行した。 

地域会員及び一般へ向けた技術動向等の情報提供を目的として開催している「社会・技術動



 
 

向講演会」は、2023 年度より東京以外にもう 1 か所、地方開催も行っており、今年度は「社会・技

術動向講演会 2025 in 大阪」と称して 9 月 11 日に大阪で開催した。また東京開催は「社会・技

術動向講演会 2025 in 東京」として、10 月 23 日に開催した。両講習会を一括して、2 月 17 日～

3 月 3 日に Web 公開を行い、595 名が視聴登録した。 

日韓両国の測量技術者をつなぐ技術交流会として毎年実施している「日韓空間情報フォーラ

ム」は、今年度は、日本がホスト国となり上述の「社会・技術動向講演会 2025 in 大阪」と同じ 9 月

11 日に大阪で開催した。 

図書出版では、『公共測量積算ハンドブック』2025 年度版を 9 月に刊行した。 

ウ 地理情報の標準化 

ISO/TC 211（地理情報の標準化に関する専門委員会）の国内審議団体として、幹事会・国内委

員会を開催し、地理情報標準に関する意見照会への対応や、国際規格案への投票方針を検討

し、国際規格の策定を推進した。 

ISO/TC 211 第 60 回総会は 5 月 19 日から 23 日に中国の武漢で、第 61 回総会は 11 月 17

日から 21 日にスウェーデンのヨーテボリで各々Web 併用にて開催され、当協会メンバーを含む日

本団も Web で参加した。 

また、地理空間情報がデジタル社会の基盤として幅広い分野で利活用されている昨今の状況を

踏まえ、専門的な立場から広く意見を求めるため新サポーター制度を設定し、第 1 号として独立行

政法人情報処理推進機構が登録された。 

エ 地理情報標準認定資格 

2013 年度より、地理情報標準に関する技術者育成と知識普及を目的として、地理情報標準認

定資格（S-GI-Cert）の初級技術者講習・試験、中級技術者講習・試験、上級技術者試験を実施し

ている。 

2025 年度より、さらなる中級技術者試験の受講・受験機会拡大と時間負担軽減策として、中級

技術者講習の一部に e-ラーニング方式を導入した。その結果、中級技術者試験受験者数および

合格者数が増加した。 

5 年毎に必要となる登録更新は、今年度に関しては、2020 年度がコロナ禍により中止となったた

め、2015 年合格者の 2 巡目の更新のみとなった。 

オ 品質検定 

測量成果の検定事業を推進した。今年度の契約実績は 165 件、8,076 万円である。 

また、測量成果の品質向上を実践した技術者の努力を讃えるため、昨年度当協会の検定を受

検した測量成果のうち、優れた成果及び作業機関の表彰を行った。 

カ 災害時緊急撮影 

国土交通省の国土地理院、地方整備局等と締結した緊急撮影協定に基づき、顕著な災害の発

生時における要請に基づく緊急撮影の対応可能会社の調査を行った。 

また、国土交通省地方整備局と協定のフォローアップ打合せを行ったほか、5 月には新たに長

崎県、9 月に山形県とも協定を締結した。なお、長崎県との協定は、大石県知事と浅見会長との間

で調印式が執り行われた。 



 
 

キ 表彰 

第 47 回測量調査技術発表会において、『先端測量技術』122 号に掲載された技術論文の中か

ら、優秀技術論文として会長賞 1 編、奨励賞 1 編の表彰を行うとともに、技術発表会優秀発表とし

て 4 者を選考して表彰を行った。 

 

（２）法人運営およびその他の協会活動の状況（要旨） 

6 月に評議員会を開催したほか、理事会を 4 回、運営委員会を 2 回、運営委員会幹事会を 1 回

開催し、全ての議案が決議、承認された。 

また、事業委員会を 2 回、同幹事会を 11 回開催し、同委員会主催の地区事業委員会を全国 8 か

所で開催した。 

会員数は、正会員 2 社、賛助会員 4 社（計 6 社）が入会しており、一方で退会した会員はなかっ

たので、昨年度末より 6 社増の 133 社（正会員 107 社、賛助会員 26 社）となった。  



 
 

２．公益目的事業の実施状況 

ア 技術研究 

１）技術委員会 

今年度は、技術委員会を４回、同幹事会を５回開催した。  

技術委員会には、41 名（会員 31 社）が登録している（部会・WG を除く）。 

（1） 第 1 回 技術委員会幹事会 

2025 年 5 月 15 日 測技協大会議室（Web 併用） 

・今期（2025-2026 年度）技術委員会の新体制 

・2025 年度技術委員会の活動方針 

・2025 年度各部会の活動方針 

・第 47 回測量調査技術発表会について 

・各部会からの協議事項 

・刊行図書の編集状況 

（2） 第 1 回 技術委員会 

2025 年 6 月 11 日 測技協大会議室（Web 併用） 

・2025 年度技術委員会の新体制 

・2025 年度技術委員会の活動方針 

・2025 年度各部会の活動方針 

・第 47 回測量調査技術発表会について 

・刊行図書の編集状況 

（3） 第 2 回 技術委員会幹事会 

2025 年 7 月 9 日 測技協大会議室（Web 併用） 

・国土地理院との意見交換テーマ 

・第 47 回測量調査技術発表会について 

・外部活動の報告（BIM/CIM 推進委員会、ICT 導入協議会他） 

・各部会からの協議事項 

（4） 第 2 回 技術委員会 

2025 年 9 月 3 日 測技協大会議室（Web 併用） 

・各部会の活動報告 

・第 47 回測量調査技術発表会の開催報告 

・国土地理院との意見交換会の状況 

・外部活動の関連情報の共有 

（5） 第 3 回 技術委員会幹事会 

2025 年 10 月 9 日 測技協大会議室（Web 併用） 

・国土地理院との意見交換テーマの調整状況 

・未来のあり方検討会の協議 

・第 47 回測量調査技術発表会について 

・各部会からの協議事項 



 
 

・外部活動の状況 

・機関誌、刊行図書の編集状況 

（6） 第 3 回 技術委員会 

2025 年 11 月 13 日 測技協大会議室（Web 併用） 

・各部会の活動報告 

・第 47 回測量調査技術発表会の開催報告 

・外部活動の関連情報の共有 

・刊行図書（先端測量技術）の編集状況 

・国土地理院との意見交換会 

（7） 第 4 回 技術委員会幹事会 

2025 年 12 月 10 日 測技協大会議室（Web 併用） 

・未来のあり方検討会の協議 

・各部会からの協議事項 

・第 47 回測量調査技術発表会について 

・外部活動の状況 

・機関誌、刊行図書の編集状況 

（8） 第 4 回 技術委員会 

  2026 年 2 月 4 日 測技協大会議室（Web 併用） 

・各部会の活動報告 

・未来のあり方検討会の概要報告 

・外部活動の関連情報の共有 

・刊行図書の編集状況 

・次年度活動について意見交換 

（9） 第 5 回 技術委員会幹事会 

  2026 年 3 月 4 日 測技協大会議室（Web 併用） 

・2026 年度事業計画案の確認 

・未来の在り方検討会の協議 

・各部会からの協議事項 

・第 48 回測量調査技術発表会について 

・外部活動の状況 

・機関誌、刊行図書の編集状況 

 

２）技術部会・WG 活動（自主研究活動） 

自主研究活動としての技術部会・WG の会合を以下のとおり開催し、それぞれの活動テーマに

ついて議論を行った。 

 

 

 



 
 

技術研究部会・WG 登録者 会員数 開催日 

空中計測・マッピング部会 64 46 5/27・〔7/23〕・〔8/8〕・9/30・11/26・12/5・1/27 

航空レーザ WG 30 12 5/28・6/27・8/22・10/31・12/19 

MMS_WG 40 27 5/13・7/8・9/9・〈11/20〉・〈1/15〉 

位置情報・応用計測部会 57 42 （5/12）・5/21・7/30・9/24・11/27・1/20・（2/17） 

GNSS WG 31 24 5/21・（7/16）・7/30・9/24・11/27・1/20 

河川の深浅測量 WG 56 34 5/15・6/17・7/24-25・10/1 

地上 3 次元計測 WG 44 33 5/29・7/17・9/18・11/20・1/15 

3 次元 GIS 部会 61 45 6/2・9/10・12/18・2/12 

BIM/CIM_WG  60 37 7/4・11/17・2/19 

国土管理・コンサル部会 42 33 （4/16）・6/6・7/24・11/6-7・1/21 

ドローン WG 77 53 （5/20）・7/10・9/17・11/25・1/14 

技術普及部会 12 12 6/30・3/27 

衛星リモートセンシング WG 38 28 6/23・〔7/23〕・〔8/8〕・9/30・11/26・（12/11）・1/27 

合計（延べ） 612 426 61 

※ （ ）は幹事会 〔 〕は合同会議 ＜＞は他の部会・WG 活動に参画 

（1） 空中計測・マッピング部会 

・衛星や航空機/ドローン搭載型センサによる計測（空中写真、レーザ計測（ALB 含む）、斜

め撮影、SAR 等）、車輛等による移動体計測（MMS）などの先端測量技術を活用し、国土の

基盤となる地理空間情報の整備に関する技術分野を担当した。 

・地理空間情報の取得とデータ整備に供する技術の研究会として、最先端の計測センサ機

器の仕様等の調査や、作業規程の準則における課題抽出などの検討を行った。 

・「3 次元電子国土基本図」の仕様に関する課題を計測とマッピングの観点から検討し、3 次

元 GIS 部会と合同で国土地理院と意見交換を行った。 

・衛星リモートセンシング WG と共同で、高解像度衛星画像の活用に関する課題の検討を行

った。 

・9 月 11 日開催の「第 8 回日韓空間情報フォーラム 2025in 大阪」を主催した。 

・災害撮影に関して、自主撮影を広く公開するための取り組みや南海トラフ地震等の巨大災

害を想定した空撮案策定等について検討を行った。 

・（公社）日本測量協会の「測量近代化研究会」に部会長を含む 4 名体制で参加し、写真測

量分野における作業規程の準則と先端測量技術の整合性等の検討を行った。 

（1-1） 航空レーザ WG 

・航空レーザ測量、ALB（航空レーザ測深）に関する標準化、技術普及に取組み、LP/ALB

標準製品仕様書、品質要求および評価の更新に向けた検討を行った。 

・「航空レーザ測量ポータルサイト」の更新を行った。 

・航空レーザ測量システムおよび測深システム保有機器の調査を行った。 

 



 
 

（1-2） MMS _WG 

・作業規程の準則「車載写真レーザ測量」への新技術に対応した追記について検討を行い、

国土地理院と意見交換を行った。 

・バックパックハンディーに関する勉強会を実施した。 

（2） 位置情報・応用計測部会 

・地上および水域において位置情報取得に関する測量機器や測量手法、応用計測技術に

関する 3 次元情報計測機器や計測技術手法、関連ソフトウェア、マニュアル案等の検討に

関する研究部会として、標高改定に伴い新たに設定された「GNSS 標高測量」に関する留

意点を取りまとめるなど、技術の高度化、品質向上、効率性の追求を行うとともに、技術的

課題や利活用についての提言をすべく測量技術者育成に関する調査等の検討を行った。 

（2-1） GNSS_ WG 

・GNSS 標高測量について、課題検討を行った。 

・2025 年 4 月の標高改定の影響について調査を行い、事例を共有した。 

（2-2） 河川の深浅測量 WG 

・最新型ソナー、自動航行ボートによるマルチビーム観測、超音波流速計（ADCP）を活用し

た簡易点群計測システムなどの実地検証を実施した。 

・積算ハンドブック「河川測量」について、次年度の改訂を視野に、課題を検討した。 

（2-3） 地上 3 次元計測 WG 

・昨年度の地上 3 次元計測タスクフォースの検討を基に、今年度より地上 3 次元計測 WG と

して、地上における 3 次元計測分野の新技術に関する検討を開始した。 

・現場における地上 3 次元計測の事例について議論した。 

・地上レーザ測量システムを用いた三次元点群合成に係る課題の検討を行った。 

（3） 3 次元 GIS 部会 

・3 次元地理空間情報に関わる近年の動向について、分野を問わず幅広く調査研究し、情

報共有と意見交換を行うだけでなく、地理空間情報やオープンデータ等の利活用に関わ

る調査、意見交換を行った上で、既存領域を超えた知見の拡大と、新たな技術と事業の創

造を育むことを目的に、参加メンバーの技術力向上、測量業界の役割の向上と新たな事業

の推進を目標として検討を行った。 

・昨年度から検討してきた 3 次元地理空間情報のあり方等に関する議論を「3 次元地理空間

情報の整備・流通・活用推進に向けた提言」として取りまとめた。 

・「3 次元電子国土基本図」の仕様に関する課題を利用者の観点から検討し、空中計測・マ

ッピング部会と合同で国土地理院と意見交換を行った。 

（3-1） BIM/CIM_WG  

・当協会が関わっている BIM/CIM や ICT 等に関連する外部委員会等の情報を一元的に集

約し、様々な取り組みに関わる情報共有、ワーキング参加者内での情報交換・討論、事業

者との情報交換等を行った。 

・国土交通省からの「CAD 製図基準」や「設計段階における 3 次元モデルと 2 次元図面の

整合確認方法」等への意見照会に対応した。 



 
 

・測量成果の設計での活用に向けて（一社）建設コンサルタンツ協会と意見交換を行い、同

協会と共同で実際の現場データを用いた検証を行った。 

（4） 国土管理・コンサル部会 

・国土管理、社会資本の維持管理、環境、防災、産業、地域活性化等の社会の様々な分野

における応用解析、機器・ソフトウェア適用、品質管理、複合・統合化等に関する分野を担

当し、地理空間情報に関する国土管理・コンサル分野への利活用技術の研究部会と位置

づけ、環境課題、インフラ維持管理、防災、3 次元情報利活用等に関する研究、空間情報

による被災状況把握技術に関する研究を推進した。 

・能登半島地震・豪雨災害における測量業界対応と今後の課題について取りまとめた。 

・岐阜県でエクスカーションを実施した。 

（4-1） ドローン WG 

・測量調査分野におけるドローン活用の先導役となることを目指し、専門技術と実地経験に

基づく知見を集約し、外部の委員会等に参加するとともに勉強会を実施し、作業上の共通

課題の解決を目的とした自主研究の立ち上げに向けた議論を行った。 

・昨年度作成した「測技協 UAV ヒヤリハット集 2024」について、その原因分析に着手した。 

・WG 参加企業の保有機材のリスト化に着手し、ドラフト版を作成した。 

・（一社）ドローンサービス推進協議会（DSPA）及び（一社）日本ドローンコンソーシアム（JDC）

と意見交換会を行った。 

（5） 技術普及部会 

・新技術や注目される技術に関連して広く会員が研鑽でき、参加することのできる仕組みと

して、研修・教育・発表会の企画、運営、広報を行った。 

・第 47 回測量調査技術発表会等を事務局と連携して実施した。 

・日本地理学会サマースクール「デジタル社会の基盤を支える地理空間情報技術」を共催し

た。 

・大学からの要請を受けて、先端測量技術の紹介と、業界説明を行った。 

（6） 衛星リモートセンシング WG 

・衛星リモートセンシングデータ持続的な利活用のための技術検証、外部機関との意見交

換、提言等を行うことを目標に活動を行った。 

・空中計測・マッピング部会と共同で、高解像度衛星画像の活用に関する課題の検討を行

った。 

・会員各社の衛星リモートセンシング活用の拡大を推進することを目的に、勉強会を実施し

た。 

３）「測技協キャビネット」の運営と協会 Web ページの運用強化 

・測技協キャビネット 

技術研究活動における各種情報の共有や大容量ファイルのファイル伝達等、委員会・部会

等の活動に有効に活用された。 

 



 
 

・協会 Web サイト 

技術研究や技術普及活動、災害対応等の迅速な周知などを促進するため、協会 Web サイ

トを活用し、適時の情報発信を行った。 

４）外部委員会等への委員等派遣 

（1） 内閣官房・国土交通省 ジオ AI 研究会（オブザーバ 4 名） 

（2） 文化庁「発掘調査のイノベーションによる新たな埋蔵文化財保護システムの構築に関する

調査研究事業」実務者委員会（委員 1 名） 

（3） 国土交通省 ICT 導入協議会（委員 1 名） 

（4） 国土交通省 BIM/CIM 推進委員会（委員 1 名） 

（5） 国土交通省 BIM/CIM 推進委員会幹事会（幹事 1 名）、CAD 製図基準 PT（メンバー2 名）

3 次元モデルと 2 次元図面の整合確認 PT（メンバー2 名） 

（6） 国土交通省 事業監理データ連携基盤検討会（委員１名） 

（7） 国土交通省 社会資本整備審議会道路分科会道路技術小委員会道路土工構造物分野

会議（委員 1 名） 

（8） 国土交通省 次世代型流量観測検討会（委員 2 名） 

（9） 国土地理院 測量行政懇談会（委員 1 名）、測量資格制度検討部会（委員 1 名） 

（10） 国土地理院 公共測量に関する課題調査検討委員会（委員 1 名） 

（11） 国土地理院 測量士・測量士補試験考査委員会（委員 1 名） 

（12） 国土地理院 広報推進協議会（構成員 2 名）、同調整 WG（構成員 1 名） 

（13） 中部地方整備局 南海トラフ地震対策中部圏戦略会議（構成員 1 名） 

（14） 千葉県 地質環境対策審議会（委員 1 名） 

（15） （公社）土木学会 ISO 対応特別委員会（委員 1 名） 

（16） （一社）日本測量機器工業会 ISO/TC 172 国内委員会/SC 6 分科会（委員 2 名）、同

UAV（LS）フィールドテスト作業部会（委員 2 名）、同 GNSS ISO17123-11 作業部会（委員 1

名） 

（17） 日本無人機運行管理コンソーシアム（JUTM） 社会実装 WG（構成員 2 名）、国際標準・

エコシステム WG、同次世代空モビリティ SWG（構成員各 1 名） 

（18） （一社）流域水管理研究所 これからの災害対策の在り方研究会（委員 1 名） 

（19） （公社）日本道路協会 道路震災対策委員会（委員 1 名、幹事 1 名） 

（20） （公社）日本測量協会 測量近代化研究会（委員 6 名）、同写真測量 WG（委員 4 名） 

（21） 東日本高速道路（株）関東支社 災害対策連絡会（幹事 1 名） 

（22） 地図展推進協議会（委員 1 名、事務局員 1 名） 

（23） 「測量の日」実行委員会（委員 1 名、幹事 1 名） 

（24） 電子基準点を利用したリアルタイム測位推進協議会（幹事 1 名） 

（25） 復興測量支援連絡会（委員 1 名） 

（26） 測量系 CPD 協議会連絡会（構成員 1 名） 

（27） 建設関連業イメージアップ促進協議会（オブザーバ 1 名） 

（28） G 空間 EXPO 運営協議会（構成員 3 名） 



 
 

５）国との意見（情報）交換会・ヒアリング等 

６）国機関等への提言活動   

・3 次元地理空間情報のあり方に関する提言 

法定書等を活用した継続的な 3 次元地理空間情報の整備と持続可能な更新体制の構築

について、昨年度作成した「3 次元地理空間情報の整備・流通・活用推進に向けた提言」をよ

り実効性あるものとするため、（一社）社会基盤情報流通推進協議会と共同で「3D 地理空間

情報の活用推進に向けた研究会」を立ち上げ、国交省、国土地理院のほか有識者との意見

交換を行い「3D 地理空間情報の活用推進に向けた提言書」を作成した。 

７）受託研究活動 

受託研究を 4 件受注した。ＧＩＳセンターが主管し、関係技術部会の協力により対応した。 

 
件 名 発注元 （計画機関） 

契約方式   

受託金額（税込千円） 

 

1 

災害情報の広域かつ瞬時把握・共有－

航空機撮影データの収集・統合システム

開発 

（国研）防災科学技術研究所 

（令和 7 年 4 月 1 日～ 

令和 8 年 3 月 31 日） 

委託研究 

6,143 

 

 

2 

防災行動を促すリアルタイムリスク情報

の生成・提供技術－浸水情報の品質評

価手法開発 

（国研）防災科学技術研究所 

（令和 7 年 4 月 1 日～ 

令和 8 年 3 月 31 日） 

委託研究 

10,000 

 

3 
令和 7 年度 地理情報標準に関する調

査検討業務 

国土地理院 

（令和 7 年 6 月 19 日～ 

令和 8 年 3 月 6 日） 

測量（随意契約（特命）） 

9,020 

 

4 

公共測量における三次元点群データ取

得に関する新技術対応のための調査検

討業務 

国土地理院 

（令和 7 年 9 月 19 日～ 

令和 8 年 3 月 2 日） 

測量（簡易公募型プロポ

ーザル） 

11,968 

合計 37,131 

 

部会等 月 日 相 手 先 テ ー マ 

空中計測・マッピ

ング部会 

3 次元ＧＩＳ部会 

4 月 1 日 

7 月 7 日

10 月 23 日 

国土地理院基本図情報部長、国土基

盤情報調整官、国土基本情報課長ほ

か 

3 次元電子国土基本図の整

備について 

ＭＭＳ_ＷＧ 7 月 28 日 
国土地理院企画部技術政策企画官、

技術管理課長ほか 

作業規程の準則「車載写真

レーザ測量」への新技術に

対応した追記について 

技術委員会 11 月 13 日 

国土地理院企画部技術政策企画官、

地理空間情報部電子国土調整官、基

本図情報部基本図課長、防災・地理

空間情報企画センター地理空間情報

企画課長、地理地殻活動研究センタ

ー測量新技術研究官ほか 

次期地理空間情報活用推

進基本計画について、今後

の地理空間情報の提供の

在り方について 

航空レーザ WG 1 月 8 日 
国土地理院基本図情報部長、基本図

情報部画像調査課長 

航空レーザ測量の計測予定

地区に関する課題事項と対

応策について 



 
 

イ 技術普及 

１）測量調査技術発表会 

会員の技術力向上と先端測量技術の普及を目的に、日頃の技術研究成果及び業務での

技術的工夫等の実績を披露する場として毎年実施している。 

第 47 回は、8 月 1 日に新宿区立四谷区民ホールで集合形式にて開催した。また、10 月 7

日から 28 日の 22 日間、Web による発表動画の公開を行った。本年度より事務負担、運営コス

トの軽減を図るため参加料は無料とした。 

特別講演１編、技術発表 14 編、技術部会等活動報告等 3 編が行われ、合計 18 編のプログ

ラムを測量及び設計 CPD の学習プログラムの対象とした。 

そのほか、技術普及部会長によるガイダンス、技術委員長による開会挨拶、会長による総評、

専務理事による閉会挨拶を行った。 

また、先端測量技術 122 号掲載の技術論文から選考された 2024 年度優秀技術論文会長

賞 1 編、奨励賞 1 編、技術発表会における優秀発表賞 4 者及び 2024 年度測量成果品質管

理優良表彰の優良賞 20 件について、会長による表彰式を行った。 

会場での参加者は 239 名（内非会員 10 名）で、このうち希望した 213 名（内非会員 9 名）に

測量 CPD、設計 CPD 各 5 ポイントを証明する参加証明書を発行した。Web 公開については、

事前登録者が 617 名（内非会員 106 名）である。このうちアンケート回答および視聴確認（４者

択一で設問）に正答された 420 名（内非会員 75 名）に、測量 CPD、設計 CPD 各 5 ポイントを

証明する参加証明書を発行した。また、発表者 16 名には発表証明（測量 CPD2 ポイント）、優

秀発表受賞者 4 名および優秀論文受賞者 11 名には各々受賞証明（測量 CPD1～4 ポイント）

を発行した。 

さらに、技術論文審査及び発表審査、要旨集及び発表用スライド等の執筆、発表会運営に

関する支援について、測量 CPD を証明する活動実施証明書を発行した。 

特別講演 講師 

都市および河川空間を対象とした緑地環境のセンシング 
桑原 祐史（茨城大学 学術研究院 

応用理工学野 教授） 

技術発表 発表者 

様々な高精度衛星測位サービスの検証と利活用方法の検討 小林 義則（株式会社パスコ） 

トータルステーション搭載機能による 3 次元出来形計測の効
率化 

五十嵐 祐一 

（株式会社ニコン・トリンブル） 

三次元データを活用した除草工事における生産性の向上 中村 光一（アジア航測株式会社） 

建築 BIM を活用した 3D 都市モデル（CityGML 建築物モ
デル LOD4）作成手法の検証 富澤 慎仁（国際航業株式会社） 

ALB データによる水面モデル作成と瀬淵判定調査への活用 吉村 亮志（エアロトヨタ株式会社） 

沿岸域における航空レーザ測深（ALB）利活用の最前線 
ハムダニ シライト 

（アジア航測株式会社） 

水中カメラ画像の SfM 処理による三次元地形データの取得
について 

野口 航平（中日本航空株式会社） 

衛星 SAR 強度差分画像を用いた土砂移動箇所判読の自動
化精度向上の試み 真保 琢海（株式会社パスコ） 



 
 

今治市山林火災における被害範囲抽出手法の比較 玉田 紘夢（株式会社ウエスコ） 

林野火災の焼損範囲特定手法について 角埜 嵩文（エアロトヨタ株式会社） 

大船渡市山林火災の被害推定における航空レーザによる森
林資源解析成果の活用検討 

小谷野 開多（株式会社パスコ） 

LiDAR-SLAM 技術を用いた効率的かつ効果的な毎木調査
手法の提案 宮地 将生（中日本航空株式会社） 

SLAM・UAV 計測を活用した差分解析による河川構造物の
点検手法の検討 

服部 泰成（アジア航測株式会社） 

スマートフォンを用いた三次元計測 柳瀬 洋輝（株式会社パスコ） 

技術部会等活動報告 発表者 

（受託研究報告） 

既存の航空レーザ測量データを用いた埋蔵文化財の把握に
係る利用マニュアル 

小山田 智紀（元測技協主任研究員/
国際航業株式会社） 

（代理発表） 
中島 秀敏（測技協） 

空中計測・マッピング部会 活動報告 
空中計測・マッピング部会長 

大鋸 朋生（アジア航測株式会社） 

位置情報・応用計測部会 活動報告 
位置情報・応用計測部会長 

横井 伸之（エアロトヨタ株式会社） 

２）社会・技術動向講演会 

社会・技術動向講演会は、2023 年度より東京以外にもう 1 か所、地方開催も行っており、今年

度は「社会・技術動向講演会 2025 in 大阪」と称して 9 月 11 日に大阪で開催した。当日は午後

に日韓空間情報フォーラム（後述）が開催されたことから、記念講演として、韓国企業による講演

も行った。東京開催は「社会・技術動向講演会 2025 in 東京」として、10 月 23 日に開催した。 

（1） 社会・技術動向講演会 2025 in 大阪 

以下の通り開催した。 

日 程：2025 年 9 月 11 日 10：00～12：20 

場 所：グランキューブ大阪  801-802 会議室（大阪市） 

参加人数：67 名 

主 催：測技協事業委員会、技術委員会空中計測・マッピング部会 

事業副委員長によるガイダンス、事業委員長による開会挨拶に始まり、以下のプログラム

で開催したのち、専務理事の挨拶で閉会した。 

内 容 講師・発表者 

社会動向講演 

発掘調査のイノベーションについて 

文化庁 埋蔵文化財部門 

主任文化財調査官 近江 俊秀 

技術動向講演 

人口減少社会における都市の空間的モニタリング 

摂南大学 理工学部都市環境工学科 

教授 熊谷 樹一郎 

日韓空間情報フォーラム 2025 in 大阪 開催記念講演 

都市問題解決のためのデジタルツインプラットフォームの活用 

株式会社新韓航業（韓国） 

エグゼクティブディレクター 

チェ・ギュソン 

 

 



 
 

（2） 社会・技術動向講演会 2025 in 東京 

  以下の通り開催した。 

日 程：2025 年 10 月 23 日 14：３0～17：10 

場 所：日本教育会館 707 号室（東京都千代田区） 

参加人数：61 名 

参加証明書（CPD 対象）発行者数：37 名 

主 催：測技協事業委員会 

事業副委員長によるガイダンス、事業委員長による開会挨拶に始まり、以下のプログラム

で開催したのち、専務理事の挨拶で閉会した。 

内 容 講師 

講演１ 

国土強靱化に関する最近の動向について 

内閣官房 国土強靱化推進室 

企画官 貴田 勝太郎 

講演２ 

令和６年測量法改正の概要と、測量資格制度検討部会の検討状況 

国土交通省 国土地理院 企画部 

技術政策企画官 佐藤 壮紀 

講演３ 

GeoAI の最前線と測量界の新しい可能性 

慶応義塾大学 環境情報学部 

教授 厳 網林 

開催後、東京、大阪の両講演会をまとめて、以下のとおりオンデマンド配信による公開をおこ

なった。 

公開日程：2025 年 2 月 17 日～3 月 3 日 

視聴登録者数：595 名 

参加証明書（CPD 対象）発行者数：331 名 

 

３）日韓空間情報フォーラム   

本フォーラムは、2008 年から日韓両国の測量技術者をつなぐ技術交流会として毎年 1 回、開

催地を日本と韓国で相互に定めて実施しており、2017 年度に「日韓空間情報フォーラム」と名称

を変えてから今年度は第 8 回となり、日本側がホスト国となって開催された。 

発表は、当協会会員企業の韓国籍社員が逐次通訳を行うことにより、リアルタイムなディスカッ

ションが行われた。特に今年は、同日午前に開催した「社会・技術動向講演会 2025 in 大阪」と

連動した企画としたことにより、空中計測・マッピング部会員以外の聴講者も参加したので、例年

より多い参加人数となった。 

日 程：2025 年 9 月 11 日 13：30～17：45 

場 所：グランキューブ大阪 801-802 会議室（大阪市） 

参加人数：69 名（日本側 51 名、韓国側 18 名） 

主 催：公益財団法人日本測量調査技術協会（空中計測・マッピング部会） 

ソウル市立大学空間情報研究センター、ソギョン大学空間情報研究センター、 

韓国情報産業協同組合、韓国技術士会 

 



 
 

内容 所属・役職 氏名 

開会宣言 

測技協 空中計測・マッピ

ング部会 部会長 

 （アジア航測（株）） 

大鋸 朋生 

開会挨拶（日本側） 測技協 専務理事 川久保 雄介 

開会挨拶（韓国側） 
韓国空間情報産業協同

組合 理事長 
KIM, Hak Sung 

発表（韓国①） 

NVIDIA パートナシップ基盤デジタルツイン活用

分析 

MOBILTECH Co., Ltd. 

代表 
KIM, Jae Seung 

発表（日本①） 

航空レーザ/GIS/3D マップ連動 360°ライブビュ

ーで実現する山村部の地籍調査 DX 

（株）かんこう 川瀨 正志 

発表（韓国②） 

空間情報基盤都市行政パッケージサービス

GeOnCity 

WAVUS Co., Ltd. 

副社長 
KWON, Woo Seok 

発表（日本②） 

iPhone Pro を用いた三次元計測 
（株）パスコ 柳瀬 洋輝 

発表（韓国③） 

3D GIS 基盤デジタルアースプラットフォームと精

密測量情報の融合事例 

EGIS Inc. 

部長 
KIM, Kyong Hwan 

発表（日本③） 

デジタルツインに関する世界的なトレンド 
ESRI ジャパン（株） 韓 尚沅 

発表（韓国④） 

モビリティサービスのための精密地図技術の進化 

WAYS1 Inc. 

理事 
KIM, Dong Soo 

総合討論（質疑） 

測技協 空中計測・マッピ

ング部会 副部会長 

 （国際航業（株）） 

小田 三千夫 

閉会挨拶 

ソウル市立大学 教授 

空間情報研究センター 

センター長 
CHOI, Yun Soo 

 

４）測量技術のこれからを語り合う未来の主役たち in 福岡 

地区事業委員会で各地区の会員企業から、これからの測量業界を担う若手社員が所属会社

の垣根を越えて意見交換ができる企画が考えられないかとの要望を受け、「測量技術のこれから

を語り合う未来の主役たち」という意見交換会を昨年東海地区（名古屋市）で開催したところ好評

であったため、今年度は九州地区（福岡市）で開催した。 

日 程：2025 年 11 月 11 日 13：00～17：30 

場 所：リファレンス駅東ビル ２階 Y-1 会議室 

主 催：測技協 事業委員会 

対 象：九州地区を中心とした会員企業に所属する将来の測量業界を担う世代（概ね 35 歳ま

で）の職員 



 
 

主 旨：今後の測量技術の発展と活用が期待される分野について企業の枠を超えて忌憚のな

い意見、アイデアを語り合い、未来へ繋げる契機のひとつとなることを期待して、意見交

流を行う。 

参加者：11 社 28 名 

プログラム： 

13:00～13:40 開催挨拶、趣旨説明、各社企業紹介ほか 

13:40～15:10 グループワーク テーマ『10 年後の測量技術』 

15:20～16:50 各グループ発表、質疑応答 

16:50～17：25 全体意見交換、表彰 

17:25～17：30 閉会挨拶 

総 括：アンケート結果や当日の参加者の話を聞く限り、普段なかなか機会がない同業他社の

営業・技術社員と交流ができ、互いに今後のつながりを持つことができたことから、昨年

の名古屋同様、非常に好評で継続を望む声が多かった。当日、業界紙 3 紙（建設通信

新聞、日刊建設工業新聞、九建日報） が取材に来場し、翌日記事として紹介された。 

 

５）G 空間 EXPO  

G 空間 EXPO 2026 は、当協会を含む測量関係 4 団体等で運営協議会を構成し、地理空間情

報フォーラムを主催した。 

昨年同様、会場は東京ビッグサイトとなり、防災産業展、グリーンインフラ産業展、国際宇宙産

業展との同時開催となった。 

統一テーマ：地理空間情報科学で未来をつくる 

年次テーマ：G 空間がつなぐ、広がる、未来が変わる 

会 期：Web 公開期間 2026 年 1 月 21 日～2 月 13 日 

会場開催期間 2026 年 1 月 28 日～30 日 

会 場：東京ビッグサイト 東ホール 

および G 空間 EXPO2026_Web サイト（オンライン開催） https://www.g-expo.jp/ 

対 象：児童･生徒から社会人までの幅広い層 

参 加：無料 

主 催：G 空間 EXPO 運営協議会 

 

６）機関誌『先端測量技術』 

（1） 編集委員会 

機関誌『先端測量技術』の発行にあたり、編集委員会を 1 回開催した。 

・第 1 回：2026 年 2 月 5 日 測技協大会議室 

先端測量技術 122 号、123 号発行報告、124 号進捗報告 

2026 年度 編集方針協議 

 

 



 
 

（2） 123 号（2025 年 12 月発行） 

・巻頭インタビュー 

「混沌の時代に国土の姿を示す」 

国土地理院長 河瀬 和重 

・第 47 回測量調査技術発表会 

特別講演 「都市および河川空間を対象とした緑地環境のセンシング」 

茨城大学 教授 桑原 祐史 

・社会・技術動向講演会 2025in 大阪 

特別講演「人口減少社会における都市の空間的モニタリング」 

摂南大学 教授 熊谷 樹一郎 

・公益目的事業ピックアップ 

技術研究事業 技術委員会自主研究等 

「航空レーザ測量データポータルサイト」の更新 

・部会報告 

令和 6 年能登半島地震・奥能登豪雨災害における測量業界の対応と今後の課題 

・2024 年度事業報告 

・その他トピックス 

（3） 124 号（2026 年 3 月発行） 

・巻頭インタビュー 

「経営を強化し、測量業界の先端技術センターへ」 

日本測量調査技術協会副会長 土方 聡 

・社会・技術動向講演会 2025in 東京 

特別講演「GeoAI の最前線と測量界の新しい可能性」 

慶応義塾大学 教授 厳 網林 

・第 46 回測量調査技術発表会特集 

発表論文 5 編、技術報告 4 編、レポート 1 編 

・公益目的事業ピックアップ 

技術研究事業 技術普及活動 人材育成 

・技術委員会活動報告 

技術委員会および幹事会、各技術部会、WG 

・2025 年度事業計画 

・その他トピックス 

 

７）技術図書の頒布 

（1） 2025 年度版『公共測量積算ハンドブック』（9 月刊行） 

・今年度は、「GNSS 標高測量」を新規掲載し「基準点測量」の解説を全面一新したほか、「空

中写真撮影」の解説や、「航空レーザ測量」、「航空レーザ測深測量（ALB）」の解説および

システム機材内容を更新した。 



 
 

・また、本書を発注機関にも紹介し、広く認知度を上げていくこと目的に、2024 年度版をベ

ースに国交省の積算基準書に掲載されていない新技術等を一部抜粋した「紹介版」を作

成した。昨年度の都道府県に続き、今年度は政令指定都市、都道府県庁所在市に対象を

広げ、事業委員および賛同された地区会員の協力を得て紹介した。2025 年度中の頒布数

は、300 冊で、このうち都道府県、政令指定都市、都道府県庁所在市は 11 冊であった。 

 

８）国土交通大学校への講師派遣 

専門課程の「普通測量」「高等測量」「公共測量」「GIS 基礎」「GIS 応用」「地域防災に活かす

地理空間情報」「3 次元計測技術」の研修への講師派遣の調整を行った。研修受講者は、国・

地方自治体の職員等である。 

また、専門課程「GIS 基礎」に 2 名、「GIS 応用」に 2 名、「3 次元計測技術」に 3 名、研修生

を派遣した。 

 

９）その他の技術普及活動 

（1） 「測量の日」に関する活動 

「測量の日」実行委員会として参加し、幹事１名を派遣した。 

（２） 「地図展」に関する活動 

地図展推進協議会（事務局：（一財）日本地図センター）の構成員として「地図展 2025 さ

いたま」を主催した。 

（3） JICA 課題別研修への講師派遣 

国土地理院が実施している JICA 課題別研修「国家測量計画管理」における東北地方巡

検（11 月）に講師を派遣した。 

（4） 測量継続教育（測量 CPD）プログラム 

当協会では 2004 年度より、測量系 CPD 協議会の提唱する学習プログラムに沿い、積極

的に測量 CPD 制度（測量系 CPD 協議会）への認定申請を行っている。2020 年度より、技

術委員会・部会等の技術研究及び技術普及の各活動についても、活動実績にともなう「活

動実施証明書」を発行することにより測量 CPD ポイントを証明している。2025 年度の当協会

の測量継続教育の学習プログラムは以下のとおりである。なお、測量 CPD 制度に加え、セミ

ナー等の内容に応じ、設計 CPD 制度（（一社）全国測量設計業協会連合会）をあわせて活

用している。 

        2025 年度 測量継続教育（CPD） 

機関誌『先端測量技術』への執筆（査読付きのもの） 

技術図書の執筆（査読付きのもの） 

測量調査技術発表会での発表 

研修会・セミナー等での受講や参加 

研修会・セミナー等での講演 

受賞 



 
 

資格の取得 

発表会（審査） 

セミナー（座長・パネリスト） 

論文発表（査読） 

技術報告（査読付きでないもの） 

技術に関する委員会活動 

技術ボランティア(普及・啓発)活動 

非常勤講師 

運営支援活動 

 

ウ 地理情報の標準化 

国際標準化機構（ISO）地理情報の標準化に関する専門委員会（TC 211）国内審議団体として

の活動及び国際標準（IS）となった項目を日本工業規格（JIS）にするための JIS 原案作成委員会

活動を行った。 

１）ISO/TC 211 国内委員会、幹事会 

（1） 国内委員会（委員長：岡部 篤行） 

 大学：8 名、行政：2 名、民間：3 名 計 13 名 

（2） 幹事会（幹事長：笹川 啓） 

 大学：１名、行政：4 名、民間：6 名、アドバイザー：2 名 計 13 名 

（3） 事務局 

 事務局員：4 名 

２）ISO/TC 211 国内審議団体活動 

ISO/TC 211 総会の開催運営は日本を含む 38 参加国の持ち回りで分担しており、今年度

は以下のとおり開催された。 

（1） ISO/TC 211 第 60 回総会  

・日 程：2025 年 5 月 19 日～ 5 月 23 日 

・開催地：中国 武漢（Web 併用） 

・参加者：計 123 名。日本団は国土地理院 4 名、民間等 4 名（全員 Web 参加） 

（2） ISO/TC 211 第 61 回総会  

・日 程：2025 年 11 月 17 日～11 月 21 日 

・開催地：スウェーデン ヨーテボリ（Web 併用） 

・参加者：計 130 名、日本団は国土地理院 3 名、民間等 4 名（全員 Web 参加） 

３）国内委員会開催 

国際規格案の投票・コメント等の審議を行った。第 106 回国内委員会では、新サポーター制

度が承認された。 

 



 
 

（1） 第 104 回 国内委員会 

2025 年 5 月 15 日 AP 秋葉原 （Web 併用） 

（2） 第 105 回 国内委員会 

2025 年 8 月 5 日 TKP 秋葉原カンファレンスセンター （Web 併用） 

（3） 第 106 回 国内委員会 

2025 年 10 月 21 日 TKP 秋葉原カンファレンスセンター （Web 併用） 

（4） 第 107 回 国内委員会 

2026 年 1 月 19 日 TKP 秋葉原カンファレンスセンター （Web 併用） 

４）国内委員会幹事会開催 

国際規格案の投票・コメント等の審議を行った。 

（1） 第 137 回 幹事会 

2025 年 4 月 17 日 測技協大会議室（Web 併用） 

（2） 第 138 回 幹事会 

2025 年 7 月 25 日 測技協大会議室（Web 併用） 

（3） 第 139 回 幹事会 

2025 年 10 月 15 日 測技協大会議室（Web 併用） 

（４） 第 140 回 幹事会 

2025 年 12 月 18 日 測技協大会議室（Web 併用） 

５）新サポーター制度による審議体制の強化 

地理空間情報がデジタル社会の基盤として幅広い分野で利活用されている昨今の状況を

踏まえ、専門的な立場から広く意見を求めるため新サポーター制度を設けた。 

登録第 1 号は独立行政法人 情報処理推進機構となった。空間 ID の専門家として、

関連規格についてご協力いただく。 

６）地理情報 JIS 原案作成委員会 

（委員長：岡部篤行） 

大学：3 名、行政：3 名、民間：2 名、オブザーバー：1 名 計 9 名 

事務局員：4 名 

７）地理情報 JIS 原案作成委員会分科会 

（1） JIS X 7115（メタデータ）分科会 （主査：山田秀之、委員 5 名 計 6 名） 

 JIS X 7115 追補 2 についての審議を行った。 

 ・第 1 回 2025 年 7 月 24 日 測技協大会議室（Web 併用） 

 ・第 2 回 2025 年 11 月 21 日 測技協大会議室（Web 併用） 

（2） JIS X 7118（符号化）分科会（主査：（選任中）、委員 4 名） 

（3） JIS X 7157（データ品質）分科会（主査：（選任中）、委員 3 名） 

   



 
 

エ 地理情報標準認定資格 

１）地理情報標準認定資格（S-GI-Cert）の実施状況 

本資格制度は、地理情報標準の知識・技能を有した、地理空間情報の整備、管理、運用等

の専門技術者の資格認定及び登録を行い、地理情報標準の適用、普及等の適正な推進を図

るとともに、地理空間情報の利活用の促進に寄与することを目的としている。 

地理情報標準を広く活用して、地理空間情報に関する業務を適切に遂行でき、国際的にも

通用する専門技術者を養成すると共に、地理情報標準の知識・技能が一定水準以上であるこ

とを認定する。認定資格は試験に合格し、地理情報標準認定資格者名簿に登録することによ

って、正式に付与する。 

地理情報標準（ISO19100 シリーズ、JIS X 7100 シリーズ及び JPGIS）に関する知識・技能に

ついての講習、及びそれらが一定水準以上であることを試験により認定し、地理情報システム

を構築・運用する「技術者」から地理情報システムを利用する「エンドユーザ（利用者）」まで、

地理情報システムに関係するすべての人が必要とする知識・技能に応じて初級技術者、中級

技術者、及び上級技術者の 3 区分で認定する。特定の製品やソフトウェアに関するものでなく、

地理情報標準の背景として知るべき幅広い知識や基礎となる技能について、総合的に評価す

る。 

中級技術者講習・試験の受講・受験機会拡大のために、2024 年度に講習・試験委員会から

選出したメンバーで中級講習オンライン化プロジェクトを発足し、講習形態及び講習内容の改

善検討を行った。e-ラーニング方式の講習と対面講習と併用し、受講者の拘束時間軽減と理

解度向上を図る改定案を国土地理院に申請し、2025 年 3 月 25 日に承認されたので、今年度

は承認された新方式で実施した。 

（1） 講習・試験実施概要と結果 

2025 年度技術者別講習・試験の実施内容 

 初級技術者 中級技術者 上級技術者 

講習日 
6 月 2 日（月）～7 月 9 日（水） 
3 時間以上の e-ラーニング  

9 月 2 日（火）～10 月 16 日（木） 
6 時間以上の e-ラーニング 

10 月 24 日（金）～25 日（土） 
（2 日間） 

- 
 

試験日 
7 月 11 日（金）～21 日（月）の 

任意の 1 日 10 月 25 日（土） 5 月 25 日（日） 

実施場所 
CBT ソリューションズのテストセン

ター(約 340 会場) 東京･大阪(2 会場) 東京(1 会場) 

試験問題 多肢択一式 30 問 
多肢択一式 20 問 

＋記述式 3 問 
記述式 3 問 

2 問選択解答 

受講者 223 名 66 名 - 

受験者 228 名 71 名 9 名 

合格者 148 名（64.9%） 32 名（45.0%） 2 名（22.2%） 

2025 年の中級技術者試験受験者数は前年比 1.3 倍となり、合格者も 5 名増加した。初級技

術者試験受験者数は前年比ほぼ同じ、上級技術者試験受験者数は前年比 0.7 倍となった。 

 

 



 
 

2025 年までの合格者数と技術者資格登録者数 

資格区分 合格者数 
初回技術者資格 

登録者数 
現在の技術者資格 

登録者数 

初級技術者 2,459 名 1,630 名 1,032 名 

中級技術者   242 名   230 名   184 名 

上級技術者    43 名    43 名    42 名 

合計(会長認定含む) 2,744 名 1,903 名 1,251 名 

(2) 技術者資格登録の更新 

当該試験に合格し、技術者資格登録を行った者は、地理情報標準に関する最新の知識・

技能を保持し第一線で活躍し続けるために、継続的にその知識・技能の維持・向上に努める

必要があることから、5 年毎の登録更新制度を設けている。 

2025 年度は、11 月に開始し、申込受付は 2026 年 1 月末まで、更新講習（e-ラーニング）は

2026 年 3 月末までの期間で実施した。2020 年度がコロナ禍により中止となったため、今年度

の対象者は 2015 年合格者の 2 巡目のみとなった。 

技術者資格登録の更新講習受講者数 

 更新講習受講者数 

更新年度 
（合格年度または前回更新年度） 

2018 
(2013) 

2019 
(2014) 

2020 
(2015) 

2021 
(2016) 

2022 
(2017) 

2023 
(2018) 

2024 
(2019) 

2025 
(2020) 

初級技術者 108 名  86 名  79 名 111 名 120 名 144 名 114 名  51 名 

中級技術者  10 名  17 名   7 名   7 名  12 名  27 名  25 名   6 名 

上級技術者   6 名   2 名   4 名   4 名   3 名  10 名   6 名   4 名 

合計(会長認定含む) 124 名 105 名  90 名 122 名 135 名 181 名 145 名  61 名 

２）運営の概要 

学識経験者等から認定資格の運営及び実施計画等について意見を求める資格認定委員

会、講習会及び試験等に関する業務を行う講習・試験委員会を開催した。講習・試験委員は

今年 1 名増員した。各委員会の開催状況と主な議題は以下のとおりである。 

なお、講習・試験委員会が分科会として実施している上級技術者試験委員会、中級講習オ

ンライン化プロジェクトは、講習・試験委員会に含めて記載する。 

(1) 資格認定委員会 

開催(月/日) 議事 

第 79 回(5/16) 
年間計画確認、委員名簿更新確認、上級技術者試験問題承認、 
前回指示報告等 

第 80 回(6/20) 上級技術者試験合否承認、中級講習オンライン化対応確認等 

第 81 回(7/31) 初級技術者試験合否承認、中級講習オンライン化対応確認等 

第 82 回(9/27) 
初級技術者試験正答率確認、講習・試験委員新任承認、 
地理情報標準認定資格制度実施内規改定承認、 
中級技術者試験問題承認等 

第 83 回(11/28) 中級技術者合否承認等 

第 84 回(1/26) 次期年間計画・実施内容承認等 



 
 

(2) 講習・試験委員会 

開催(月/日) 議事 

第 131 回(4/11) 
年間計画確認、委員名簿更新確認、更新講習実施状況確認、 
初級講習・試験見直し状況確認、中級講習オンライン化 PJ 対応状況確認
等 

第 132 回(5/9) 
委員名簿訂正確認、初級・上級試験申込確認、更新講習状況確認、 
中級講習オンライン化 PJ 対応状況確認、 
上級技術者試験委員会報告確認等 

第 133 回(6/13) 
上級技術者試験委員会終了報告確認、 
中級講習オンライン化 PJ 進捗報告確認、初級受講状況報告確認、 
年間計画確認等 

第 134 回(7/28) 中級講習オンライン化 PJ 共有事項確認、初級技術者試験報告確認、 
年間計画確認等 

第 135 回(8/29) 
初級関係（動画時間、正答率今後見直し方針）確認、 
中級関係（講習画面、講習テキスト校了、中級講習オンライン化 PJ 終了、 
質問対応、対面講習対応、試験対応）確認、事務連絡等 

第 136 回(9/12) 
中級関係（試験問題、質問対応、対面講習対応、試験対応）確認、 
事務連絡等 

第 137 回(10/17) 
中級関係（進行計画、印刷製本、重要説明事項、実施方針、演習教材、 
e-ラーニングの質問、録画録音）確認、事務連絡等 

第 138 回(11/14) 中級関係（試験報告、採点方針）確認、中級技術者試験採点等 

第 139 回(11/19) 中級技術者試験採点調整等 

第 140 回(12/12) 次期年間計画・実施内容審議等 

第 141 回(1/16) 次期年間計画・実施内容案確認等 

オ 品質検定 

品質検定は、例年同様に「迅速かつ丁寧な品質検査を実施する」という活動方針を掲げて取

組んでいる。 

１）実施体制 

 ・技術管理者：1 名、登録検定者：4 名、補助検定者：3 名 

２）対応種目（測量成果のうち地図作成等） 

（1） 基本測量 

・空中写真撮影 

・電子国土基本図（基盤地図情報）面的更新 

・オルソ作成 

・航空レーザ測量 

・2 万 5 千分１地形図修正編集 

・20 万分 1 地勢図数値編纂 

（2） 公共測量 

・空中写真撮影 

・数値地形図データ作成 

・写真地図作成 

・航空レーザ測量 

・基盤地図情報作成 



 
 

３）成果検定業務実績 

過年度および今年度上期の実績（契約ベース）は以下のとおりである。 

種目別契約金額内訳      （単位；万円） 

 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 

公共 空中写真撮影 231 153 394 321 240 217 594 

公共 航空レーザ測量 1,524 2,016 3,238 2,648 2,284 1,822 1,746 

公共 写真地図 331 221 126 172 231 169 314 

公共 数値地形図 2,653 2,202 3,151 3,679 3,547 2,395 4,341 

基本測量 257 160 0 450 0 526 1,081 

合計 
金額 4,996 4,752 6,906 7,270 6,302 5,129 8,076 

件数 138 146 159 160 145 174 165 

 

４）測量成果品質管理表彰 

作業機関並びに技術者の測量成果に対する弛まぬ努力を称え、更なる品質向上へとつなが

ることを期待し、当協会が実施する検定を受検した測量成果のうち、優れた成果及び作業機関を

表彰している。今年度の表彰は、対象を 2024 年 4 月から 2025 年 3 月までの１年間に当協会の

検定を受けた測量成果とし、検定機関として登録している技術管理者及び検定者が候補一覧を

評価基準に基づき作成し、資料とともに表彰委員会へ提出した。2024 年度優良賞として下表の

者を選考し、第 47 回測量調査技術発表会にて受賞者を表彰した。 

 

種別 主任技術者・担当技術者および作業機関 

数値地形図データ作成 浅井 光彦、古閑 正博 

（株）中庭測量コンサルタント 技術部 地理空間システム課 

航空レーザ測量 横井 伸之、藤山 果穂 

エアロトヨタ（株） 空間情報部 河川海洋調査グループ 

航空レーザ測量 鈴木 英文、松原 祥平 

（株）パスコ 東北事業部技術センター 国土情報部 地理情報一課 

写真地図 坂井 信介、宮下 大輝 

（株）パスコ 東日本事業部第一技術センター 国土情報部 地理情報一課 

空中写真撮影 

・写真地図 

小澤 理晴、神谷 宙 

国際航業（株） 事業統括本部 九州技術部 九州地理空間グループ 

数値地形図データ作成 中村 忠、城 朋恵 

国際航業（株） 事業統括本部 地理空間基盤技術部 基盤情報グループ 

航空レーザ測量 鈴木 英文、下 幸太郎 

（株）パスコ 東北事業部技術センター 国土情報部 地理情報一課 

数値地形図データ作成 中野 達人、小暮 貴士 

（株）パスコ 東日本事業部第一技術センター 国土情報部 地理情報三課 



 
 

空中写真撮影 田村 代志輝、江川 英樹 

（株）共同技術コンサルタント 技術部 

航空レーザ測量 千葉 一博、白井 駿介 

アジア航測（株） 東北国土保全コンサルタント技術部 

空中写真撮影 甲斐 健司、小松 詩織 

エアロトヨタ（株） 自治体アセット事業部 九州地理情報グループ 

航空レーザ測量 高橋 守、加藤 誉之 

国際航業（株） 事業統括本部 地理空間基盤技術部 基盤情報グループ 

写真地図 古本 秀明、奥野 祐介 

（株）シン技術コンサル 技術第 1 部 

空中写真撮影 杉野 恭平、上野山 明良 

アジア航測（株） 東日本空間情報一課 

航空レーザ測量 近藤 雅信、伊藤 正臣 

中日本航空（株） 調査測量事業本部 空間解析統括第 1 グル－プ 

航空レーザ測量 杉浦 涼介、ハムダニ シライト 

アジア航測（株） 西日本計測技術課 

数値地形図データ作成 飛田 康宏、飛田 康宏 

国際航業（株） 事業統括本部 地理空間基盤技術部 基盤情報グループ 

数値地形図データ作成 元木 健太、小阪 卓也 

国際航業（株）事業統括本部 西日本地理空間情報部 基盤情報グループ 

数値地形図データ作成 井上 隆之、南口 健 

国際航業（株）事業統括本部 西日本地理空間情報部 基盤情報グループ 

航空レーザ測量 山下 義典、角埜 嵩文 

エアロトヨタ（株） 空間情報部 河川海洋調査グループ 

カ 災害時緊急撮影 

災害対策基本法第二条二に基づく指定行政機関である国土交通省国土地理院及び５地方整

備局（東北、中部、近畿、中国、四国）、同法第二条四に基づく指定地方行政機関同法第二条

五に基づく指定公共機関である中日本高速道路（株）及び東日本高速道路（株）、西日本高速

道路（株）、並びに地方公共団体である山形県、徳島県、長崎県と、災害時における緊急撮影等

について協定を締結し、災害発生時における要請に基づく緊急撮影の対応可能会社調査を行う

とともに、防災に関わる訓練にも参加した。 

緊急撮影は、顕著な災害が発生したとき次の手順で実施する。②③が当協会の対応可能会

社調査にあたる。 

① 指定行政機関・指定公共機関・地方公共団体から当協会に要請 

② 要請内容に基づく地区・範囲・仕様等を、予め登録した会員会社に提示し対応の可否と撮

影等体制を調査 

③ 各社の回答を基に、対応可能社のリストを指定行政機関・指定公共機関へ当協会から報告 



 
 

④ 当協会からの報告に基づき、指定行政機関・指定公共機関が実施する社を選定 

⑤ 選定された社が指定行政機関・指定公共機関と契約し撮影等を実施 

１）協定内容と締結機関 

・災害時における緊急撮影に関する協定（国土地理院） 

・災害時における航空レーザ測量に関する協定（国土地理院） 

・災害時における東北地方整備局所管施設の緊急撮影等に関する協定（東北地方整備局） 

・災害又は事故における中部地方整備局管内の緊急的な応急対策の支援に関する協定 

（中部地方整備局） 

・災害時における近畿地方整備局所管施設等の緊急災害応急対策業務に関する協定 

（近畿地方整備局） 

・災害時における航空写真撮影等に関する協定（中国地方整備局） 

・災害時における四国地方整備局所管施設等の緊急災害応急対策業務に関する協定 

（四国地方整備局） 

・大規模災害時における緊急撮影等に関する協定（山形県） 

・災害時における空中写真撮影等による被災状況調査に関する協定（徳島県） 

・大規模災害発生時における空中写真撮影等に関する協定（長崎県） 

・大規模災害時等における緊急撮影に関する協定（東日本高速道路株式会社関東支社） 

・大規模災害時等における応急復旧業務に関する協定 

（中日本高速道路株式会社八王子支社） 

・大規模災害時における緊急撮影に関する協定（西日本高速道路株式会社） 

２）今年度の活動状況 

2025 年度上期の協定等に基づく活動は以下のとおりである。 

（１）国土地理院 緊急対応情報伝達訓練 

6 月 6 日（金）：国土地理院と緊急撮影訓練を実施 

1) 要請～撮影実施の依頼 

2) サムネイル画像作成、伝送（協力企業） 

（２） 協定フォローアップ打合せ 

5 月 13 日（火）：中部地方整備局 

6 月 13 日（金）：東北地方整備局  

8 月 5 日（火）：西日本高速道路株式会社、近畿地方整備局 

12 月１日（月）：山形県 

（３） 協定の締結 

6 月 16 日（月）：長崎県と「大規模災害発生時における空中写真撮影等に関する協定」を

締結 

9 月 1 日（月）：山形県と「大規模災害時における緊急撮影等に関する協定」を締結 



 
 

キ 表彰 

１）優秀発表表彰 

測量調査技術発表会の優秀発表賞は、技術委員会による審査員が、①プレゼンテーション

内容に基づく技術内容を 4 つの視点、②発表の仕方を 3 つの視点で評価、採点して選考して

いる。審査は当日発表会の会場で行い、以下の 4 者を選考し、その場で表彰した。 

 

 

 

 

 

 

※受賞証明：測量 CPD2 ポイント 

 

２）優秀技術論文 

機関誌『先端測量技術』122 号に掲載された、第 46 回測量調査技術発表会における会員

各社による技術発表を基にした論文及び投稿論文を対象に、新規性、有用性、完成度、信頼

性、論文の分かりやすさ、論文としての体裁の 6 つの視点による審査により選考し、会長賞、奨

励賞として表彰した。 

※受賞証明：会長賞（測量 CPD 筆頭執筆者 4 ポイント、共著者 2 ポイント） 

奨励賞（測量 CPD 筆頭執筆者 2 ポイント、共著者 1 ポイント） 

区分 発表者 所属 

優秀発表賞 富澤 慎仁 国際航業（株） 

優秀発表賞 吉村 亮志 エアロトヨタ（株） 

優秀発表賞 角埜 嵩文 エアロトヨタ（株） 

優秀発表賞 柳瀬 洋輝 （株）パスコ 

区分 執筆者（所属） 論文タイトル 

会 長 賞 

川又 楓太 

（国際航業（株）） 

（共著者） 

髙田 雅仁、稲澤 智昭、中西 芳彦 

嶋野 雄一、檀上 拓也 

（国際航業（株）） 

Project PLATEAU 建築物モデルに最適な 

空中写真テクスチャの取得方法 

 ～カメラと撮影の条件～ 

奨 励 賞 

鎗田 俊輔 

（（株）パスコ） 

（共著者） 

大森 晃、佐藤 智美、折原 雄也 

柳瀬 洋輝 

（（株）パスコ） 

那珂川地形測量の事例紹介（LidarSLAM の 

応用事例） 



 
 

３．会員管理および組織運営 

（１）会員の動向 

会員数は、正会員 2 社、賛助会員 4 社（計 6 社）が入会しており、一方で退会企業はなかったこ

とから、133 社（正会員 107 社、賛助会員 26 社）となった。詳細は以下のとおりである。 

１）2025 年 3 月末会員数 

正会員 105 社 

賛助会員 22 社 

合計会員数 127 社 

 

２）2026 年 3 月末会員数 

正会員    107 社 

賛助会員 26 社 

合計会員数 133 社 

 

（1） 新規入会会員（正会員） 2 社 

・株式会社ミライト・ワン 

・株式会社吉田測量設計 

（2） 新規入会会員（賛助会員） 4 社 

・ビジオテックス株式会社 

・中国工務株式会社 

・株式会社 Prodrone 

・不二総合コンサルタント株式会社 

（3） 退会会員（正会員） 0 社 

（4） 退会会員（賛助会員） 0 社 

（5） 会員種別変更（賛助会員→正会員） 0 社  

（6） 会員種別変更（正会員→賛助会員） 0 社 

 

（２）主要会議の開催状況 

１）評議員会 

（1） 第 19 回 評議員会 

2025 年 6 月 18 日 アルカディア市ヶ谷（Web 併用） 

決議及び承認事項 

第 1 号議案 評議員長選任の件 

第 2 号議案 2024 年度事業報告の件 

第 3 号議案 2024 年度決算の件 

第 4 号議案 理事の補充選任の件 



 
 

報告事項 

報告事項 1 2025 度事業計画の件 

報告事項 2 2025 年度予算の件 

 

２）理事会 

（1） 第 65 回 理事会  

2025 年 5 月 29 日 測技協 大会議室（Web 併用） 

第 1 号議案 第 19 回評議員会の日時及び場所並びに目的事項の件 （決議事項） 

第 2 号議案 2024 年度事業報告（案）の件 （決議事項） 

第 3 号議案 2024 年度決算（案）の件 （決議事項） 

第 4 号議案 理事補充候補者名簿作成及び提出の件 （報告事項） 

第 5 号議案 新規会員入会の件 （決議事項） 

第 6 号議案 代表理事及び業務執行理事の職務執行報告の件 （報告事項） 

（2） 第 66 回 理事会  

2025 年 6 月 18 日 アルカディア市ヶ谷（Web 併用） 

第 1 号議案 顧問および参与選任の件 （決議事項）  

第 2 号議案 代表理事の職務代行順序の件 （決議事項） 

（3） 第 67 回 理事会  

2025 年 12 月 18 日 測技協大会議室（Web 併用） 

第 1 号議案 代表理事及び業務執行理事の職務執行報告の件 （報告事項）  

第 2 号議案 2025 年度上期事業報告の件 （報告事項） 

第 3 号議案 2025 年度上期決算及び通期見通しの件 （報告事項） 

第 4 号議案 新規会員入会等の件 （決議事項） 

（4） 第 68 回 理事会  

2026 年 3 月 24 日 測技協大会議室（Web 併用） 

第 1 号議案 2025 年度事業報告（案）の件 （報告事項） 

第 2 号議案 2025 年度決算見通しの件 （報告事項） 

第 3 号議案 2026 年度常勤役員報酬の件 （決議事項） 

第 4 号議案 役員賠償責任保険継続加入の件 （決議事項） 

第 5 号議案 2026 年度事業計画の件 （決議事項） 

第 6 号議案 2026 年度収支予算の件 （審議事項） 

第 7 号議案 評議員並びに役員候補者選定委員会委員承認の件（決議事項） 

第 8 号議案 次期役員候補者推薦の件 （決議事項） 

第 9 号議案 補充評議員候補者推薦の件 （決議事項） 

第 10 号議案 規程改定の件 （決議事項） 

 

３）運営委員会 

運営委員会を 2 回、幹事会を 1 回開催した。 



 
 

（1） 第 1 回 運営委員会幹事会 

2025 年 8 月 26 日 測技協大会議室 

・前期事業報告および今期計画の概要 

・3 次元空間データ基盤に関する提言について 

・災害時緊急自主撮影について（SIPⅢでの活動経過報告） 

（2） 第 1 回 運営委員会 

2025 年 12 月 22 日 測技協大会議室 

・上期運営概況と今後の計画・通期収支見込の概要報告 

・3 次元空間データ基盤に関する提言について 

・災害時緊急自主撮影について 

（3） 第 2 回 運営委員会 

2026 年 3 月 17 日 測技協大会議室 

・今期事業報告の概要 

・来期事業計画の概要 

 

４）事業委員会 

事業委員会を 2 回、同幹事会を 11 回開催した。また全国 8 か所で地区事業委員会を開催

した。 

（1） 第 1 回 事業委員会幹事会 

2025 年 4 月 10 日 測技協大会議室 （Web 併用） 

・新旧委員長挨拶、幹事自己紹介 

・2024 年度活動報告案について 

・2025 年度活動計画案について 

（2） 第 2 回 事業委員会幹事会 

2025 年 5 月 22 日 測技協大会議室 

・積算ハンドブック紹介活動の展開について 

・社会・技術動向講演会の講師候補について 

（3） 第 1 回 事業委員会 

2025 年 5 月 22 日 測技協大会議室（Web 併用） 

・2025 年度事業委員会幹事構成（新体制の紹介） 

・2024 年度活動報告 

・2025 年度活動計画 

・意見交換 

（4） 第 3 回 事業委員会幹事会 

2025 年 6 月 4 日 ウインクあいち会議室（名古屋市） 

・社会・技術動向講演会 in 大阪の講師候補について 

・社会・技術動向講演会 in 東京の講師候補について 

・評議員会懇親会対応協議 



 
 

（5） 第 4 回 事業委員会幹事会 

2025 年 7 月 4 日 仙都会館会議室（仙台市） 

・社会・技術動向講演会 in 大阪の講師候補について 

・社会・技術動向講演会 in 東京の講師候補について 

・積算ハンドブック 2024 県都政令市紹介活動の状況報告 

（6） 第 5 回 事業委員会幹事会 

2025 年 7 月 17 日 測量年金会館大会議室（東京都新宿区） 

・社会・技術動向講演会（大阪/東京）の進捗状況報告 

・積算ハンドブック 2025 の改訂のポイントについて 

・「測量技術のこれからを語り合う未来の主役たち in 福岡」の進捗状況報告 

（7） 第 6 回 事業委員会幹事会 

2025 年 8 月 6 日 金沢勤労者プラザ研修室（金沢市） 

・歩掛実態調査の意見照会について 

・社会・技術動向講演会（大阪/東京）の進捗状況報告 

・積算ハンドブック 2024 県都政令市紹介活動の状況報告 

（8） 第 7 回 事業委員会幹事会 

2025 年 9 月 10 日 エル・おおさか会議室（大阪市；Web 併用） 

・社会・技術動向講演会 in 大阪の対応最終確認 

・社会・技術動向講演会 in 東京の進捗状況報告 

・技術調査課との協議結果について 

・「測量技術のこれからを語り合う未来の主役たち in 福岡」の開催準備状況報告 

・積算ハンドブック 2024 県都政令市紹介活動の状況報告 

（9） 第 8 回 事業委員会幹事会 

2025 年 10 月 8 日 北海道立道民活動センター (かでる 2・7)会議室（札幌市；Web 併用） 

・社会・技術動向講演会 in 東京の進捗報告・対応確認 

・「測量技術のこれからを語り合う未来の主役たち in 福岡」の開催準備状況報告 

・積算ハンドブック 2024 県都政令市紹介活動の状況報告 

・「測量技術のこれからを語り合う未来の主役たち in 名古屋」の第 2 回企画報告 

（10） 第 9 回 事業委員会幹事会 

2025 年 11 月 5 日 RCC 文化センター会議室（広島市；Web 併用） 

・社会・技術動向講演会 in 東京の開催報告 

・「測量技術のこれからを語り合う未来の主役たち in 福岡」の開催準備最終報告 

・積算ハンドブック 2024 県都政令市紹介活動の状況報告 

（11） 第 10 回 事業委員会幹事会 

2026 年 1 月 21 日 新宿 NPO 協働推進センター会議室 

・2026 年度歩掛実態調査要望項目に関する協議 

・2026 年度発注機関向け積算ハンドブック紹介活動の方針協議 

・2026 年度「「測量技術のこれからを語り合う未来の主役たち」開催方針協議 



 
 

・地区事業委員会における意見のとりまとめ 

・2026 年度活動方針に関する協議 

（12） 第 11 回 事業委員会幹事会 

2026 年 2 月 17 日 測技協大会議室 

・2026 年度 事業委員会、各地区事業委員会の日程調整 

・社会・技術動向講演会 2026in 東京の講演テーマ検討スケジュール確認 

（13） 第 2 回 事業委員会 

2025 年 2 月 17 日 測技協大会議室（Web 併用） 

・2025 年度 事業委員会活動報告（案）について 

・2026 年度 事業委員会活動計画の概要案について 

・各委員からの要望・意見交換 

（14） 地区事業委員会 

地区事業委員会は、例年全国各地区にて地域会員企業との交流、情報交換を行い、連

携強化を図ることを目的としている。2025 年度は下記 8 地区で開催した。 

（議事内容） 

・測技協 2024 年度事業報告と 2025 年度計画の概要 

・2024 年度事業委員会活動報告 

・2025 年度事業委員会活動計画 

・事務局報告（最近の社会動向・新技術の紹介を含む） 

・地区会員との意見交換 

地区 開催日 形式 
参加企業数 

開催地 
地区会員 幹事会社 計 

東海 6 月 4 日 対面・Web 併用 3 5 8 名古屋市 

東北 7 月 3 日 対面 5 5 10 仙台市 

関東 7 月 17 日 対面・Web 併用 7 5 13 新宿区 

北陸・信越 8 月 6 日 対面 7 5 12 金沢市 

近畿 9 月 10 日 対面・Web 併用 3 5 8 大阪市 

北海道 10 月 8 日 〃 6 5 11 札幌市 

中四国 11 月 5 日 〃 7 5 12 広島市 

九州 11 月 12 日 対面 4 5 9 福岡市 

全体  42 5 47  

 

（３）その他の協会活動 

１）地区会員の勧誘活動 

各地区事業委員会の開催に合わせて、当該地区にて当協会の活動に賛同して頂けそうな

候補企業を訪問し、勧誘活動を行った。今年度は、9 社を訪問し 2 社から入会の申込みを受け

た。 

 



 
 

２）税務調査対応 

1 月 14 日～15 日、新宿税務署より源泉所得税等の税務調査があり、軽微な指摘事項を受

けたが、2 月中にすべて対処して終了した。 

 

４．運営体制の充実を図るための取組 

（１）外部理事・外部監事の選任への対応 

当協会では、2025（令和 7）年 4 月の公益認定法の施行に伴い、2026（令和 8）年度の役員改選期

に対応を図るべく、3 月開催の理事会にて、2026 年 5 月開催予定の「評議員並びに役員候補者選

定委員会」に向け、外部理事 3 名・外部監事 1 名の推薦を行った。 

 

（２）法令等遵守体制、ガバナンスの自主的・自律的な取組 

公益法人制度改革に伴う制度の見直しへ適切に対応する観点から、内閣府から提供されている

改正認定法の資料に基づき、業務執行理事及び関係職員との間で、改正内容を確認し、共有する

とともに、（公財）公益法人協会主催の公益法人制度改正への具体的対応に関するセミナーへの参

加を通じて、改正の趣旨を踏まえた法人運営に努めている。 




